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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第93期
第１四半期
連結累計期間

第94期
第１四半期
連結累計期間

第93期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

収益 （百万円） 1,106,647 1,218,792 4,838,464

売上総利益 （百万円） 248,887 276,337 1,093,462

税引前四半期利益又は税引前利益 （百万円） 97,197 136,875 499,855

四半期（当期）純利益 （百万円） 75,844 113,926 374,593

当社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 73,082 108,191 352,221

四半期（当期）包括利益 （百万円） △68,658 120,516 323,365

当社株主に帰属する

四半期（当期）包括利益
（百万円） △66,268 113,409 303,063

株主資本合計 （百万円） 2,088,270 2,442,020 2,401,893

資本合計 （百万円） 2,339,905 2,734,640 2,662,811

資産合計 （百万円） 7,664,525 8,197,231 8,122,032

１株当たり株主資本 （円） 1,321.93 1,575.35 1,532.56

基本的１株当たり当社株主に

帰属する四半期（当期）純利益
（円） 46.26 69.46 223.67

希薄化後１株当たり当社株主に

帰属する四半期（当期）純利益
（円） 46.26 69.46 223.67

株主資本比率 （％） 27.25 29.79 29.57

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 56,944 77,514 389,693

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △8,932 △44,389 △81,306

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △22,153 △51,653 △335,396

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 641,617 587,844 605,589

（注）１　当社の連結財務諸表は、国際会計基準（以下、「IFRS」という。）に基づいて作成しております。

２　収益には消費税等は含まれておりません。

３　百万円単位で表示している金額については、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。

４　当社は、四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載し

ておりません。
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２【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、多種多様な商品のトレーディング、ファイナンス、物流及びプロ

ジェクト案件の企画・調整等を行う他、資源開発投資・事業投資等の実行を通して各種機能・ノウハウ等を培い、か

つ保有しております。これらの総合力を活かし、幅広い業界並びにグローバルなネットワークを通じて、７つのディ

ビジョンカンパニーが、繊維や食料、住生活、情報・金融等の生活消費関連分野、機械や化学品、石油製品、鉄鋼製

品等の基礎産業関連分野、そして金属資源、エネルギー資源等の資源関連分野において、多角的な事業活動を展開し

ております。

当社グループの事業セグメントごとの取扱商品またはサービスの内容及び主要な関係会社名は次のとおりです。

事業
セグメント

取扱商品またはサービスの内容 主要な関係会社名

繊維

繊維原料、糸、織物から衣料品、服飾雑貨、その他生活消費関連

分野のすべてにおいてグローバルに事業展開を行っている。

また、ブランドビジネスの海外展開や、リーテイル分野でのイン

ターネット販売等の販路展開にも取組んでいる。

 

天然繊維・化学繊維・合成繊維・無機繊維等の繊維原料並びに

糸、織・編物等の繊維製品、衣料品、服飾雑貨、靴、寝装用繊

維品、室内装飾用繊維品、資材用繊維品等

㈱ジョイックスコーポレーション

㈱三景

ITOCHU Textile Prominent (ASIA）

Ltd.

伊藤忠繊維貿易（中国）有限公司

機械

プラント、橋梁、鉄道等のインフラ関連プロジェクト及び関連機

器・サービスの取扱、IPP、水・環境関連事業及び関連機器・サー

ビスの取扱、船舶、航空機、自動車、建設機械、産業機械、工作

機械、環境機器・電子機器等の単体機械及び関連機材取扱、再生

可能・代替エネルギー関連ビジネス等の環境に配慮した事業を展

開している。更に、医療関連分野において、医療機器の取扱等を

行っている。

 

石油・ガス開発・石油精製・石油化学プラント・プロジェク

ト、ガス輸送事業・インフラ・設備、風力・地熱等の再生可能

エネルギーを含む発電事業、発電送変電プラント・設備、上下

水道事業、海水淡水化事業・プラント・設備、環境関連事業・

プラント・設備、港湾・橋梁、鉄道車輌・鉄道システム、製鉄

プラント、船舶、海洋構造物、航空機・機内設備、セキュリ

ティー関連機器・システム、乗用車、商用車、自動車部品、自

動車部品製造設備、特殊車両、土木・建設・鉱山用機械及び荷

役運搬機械、農業機械、産業機械、電子システム機器、医療機

器、医療材料、病院整備運営事業等

日本エアロスペース㈱

伊藤忠建機㈱

伊藤忠マシンテクノス㈱

センチュリーメディカル㈱

 

㈱ジャムコ

東京センチュリー㈱

サンコール㈱

金属

金属鉱物資源開発事業、鉄鋼製品加工事業、太陽光・太陽熱発電

事業、温室効果ガス排出権取引を含む環境ビジネス、鉄鉱石、石

炭、その他製鉄・製鋼原料、非鉄・軽金属、鉄鋼製品、原子燃料

関連、太陽光・太陽熱発電関連の国内・貿易取引を行っている。

 

鉄鉱石、還元鉄、原料炭、コークス、一般炭、合金鉄及びその

原料、鉄スクラップ、銑鉄、金属粉、電極、活性炭、厚板、熱

延・冷延鋼板及びコイル、亜鉛鉄板、機械構造用鋼、ステンレ

ス鋼、高張力鋼、各種特殊鋼、建材、溶接鋼管、継目無し鋼

管、線材、海洋鉄構造物、橋梁、ビル鉄骨、レール、非鉄金

属、非鉄・アルミ製品、貴金属地金、レアメタル、アルミ、ア

ルミナ、アルミ圧延品、アルミ型材、電線、光ケーブル、電子

材料、原子燃料、原子力関連機器、太陽電池原料・製品・関連

資材、太陽光・太陽熱発電関連設備・機器・部材、バイオマ

ス、温室効果ガス排出権等

伊藤忠メタルズ㈱

日伯鉄鉱石㈱

ITOCHU Minerals & Energy of

Australia Pty Ltd

ITOCHU Coal Americas Inc.

 

伊藤忠丸紅鉄鋼㈱
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事業
セグメント

取扱商品またはサービスの内容 主要な関係会社名

エネルギー

・化学品

原油、石油製品、LPG、LNG、天然ガス、電力等、エネルギー関連

商品全般のトレード、関連プロジェクトの推進及び石油・ガスプ

ロジェクトの探鉱・開発・生産業務の推進、有機化学品、無機化

学品、医薬品、合成樹脂、精密化学品、電子材料等のトレード及

び事業を行っている。

 

原油、NGL、ガソリン、ナフサ、灯油、ジェット燃料、軽油、重

油、船舶燃料、潤滑油、アスファルト、LPG、LNG、天然ガス、

電力、芳香族、アルコール類、合繊原料、無機鉱産資源、硫

黄、肥料、医薬品、合成樹脂、生活関連雑貨、包装資材原料、

精密化学品、電子材料等

伊藤忠エネクス㈱

伊藤忠ケミカルフロンティア㈱

伊藤忠プラスチックス㈱

タキロンシーアイ㈱

ITOCHU Oil Exploration

（Azerbaijan) Inc.

ITOCHU PETROLEUM CO.,

（SINGAPORE）PTE. LTD.

 

食料

原料からリーテイルまでの食料全般にわたる事業領域において、

国内外で効率的な商品の生産・流通・販売を推進している。

 

小麦、大麦、小麦粉、米、澱粉、植物油、大豆、トウモロコ

シ、大豆・菜種油、砂糖類、異性化糖、乳製品、コーヒー、酒

類、カカオ、果汁、飲料、水産物、畜産物、青果物、冷凍野

菜、冷凍魚介類、業務用食材、加工食品、菓子、冷凍食品、缶

詰、ペットフード、食料ビジネスに関するコンサルティング

サービス等

伊藤忠食品㈱

㈱日本アクセス

Dole International Holdings㈱

 

ジャパンフーズ㈱

不二製油グループ本社㈱

ユニー・ファミリーマートホール

ディングス㈱

プリマハム㈱

住生活

住宅資材事業、紙パルプ事業、天然ゴム事業、タイヤ事業等の生

活資材分野、不動産開発・分譲・賃貸・管理業や物流事業等の建

設・物流分野において事業を推進している。

 

原木、製材、木質繊維板、木材チップ、木材パルプ、フラッフ

パルプ、コットンリンター、古紙、紙製品、木質系バイオマス

燃料、天然ゴム、タイヤ、セメント、ガラス、セラミックス、

スラグ、天然石膏、耐火物、家具、生活雑貨、住宅、オフィス

ビル、物流施設、商業施設、ゴルフ場、工業団地、ホテル、倉

庫事業、トラック輸送業、配送センター管理・運営業務、用船

業務、国際複合一貫輸送事業、航空貨物輸送業、流通加工業、

港湾運送事業等

伊藤忠建材㈱

伊藤忠紙パルプ㈱

伊藤忠都市開発㈱

伊藤忠ロジスティクス㈱

European Tyre Enterprise Limited

ITOCHU FIBRE LIMITED

 

大建工業㈱

 

情報・金融
 

IT・ネットサービス事業、携帯流通及びアフターサービス事業等

の情報・通信分野、各種金融サービス事業や保険事業等の金融・

保険分野において事業を推進している。

 

コンピュータ・ネットワークシステム、ネットビジネス、コン

タクトセンタービジネス、ライフケアサービス事業、携帯電話

関連機器、通信放送事業、映像・エンターテイメント関連事

業、投融資事業、クレジットカード事業、その他金融サービス

事業、保険代理店業、保険ブローカー業、再保険事業、信用保

証サービス、コンサルティングサービス等
 

伊藤忠テクノソリューションズ㈱

コネクシオ㈱

伊藤忠・フジ・パートナーズ㈱

 

㈱ベルシステム２４ホールディング

ス

㈱オリエントコーポレーション

ポケットカード㈱

イー・ギャランティ㈱
 

 

その他

海外現地法人については、複数の商品を取扱う総合商社であり、

主要な海外拠点において提出会社と同様に多種多様な活動を行っ

ている。

伊藤忠インターナショナル会社
（米国）

伊藤忠欧州会社（英国）

伊藤忠（中国）集団有限公司

伊藤忠香港会社

伊藤忠豪州会社

 

Orchid Alliance Holdings Limited

C.P. Pokphand Co. Ltd.

（注）１　タキロン㈱とシーアイ化成㈱は、平成29年４月１日に経営統合し、タキロンシーアイ㈱となりました。

２　当社は、不二製油グループ本社㈱を当社子会社の伊藤忠フードインベストメント合同会社を通じて保有して

　　おります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　特記すべき事項はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において入手可能な情報に基づき、当社が合理的

であると判断したものです。従って、実際の当社グループの連結業績は、潜在的リスクや不確定要素等により、予

測された内容とは異なる結果となることがあります。

 

（１）経済環境

　当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米国では雇用・所得環境の改善を背景に景気が力強い拡大

を続け、欧州においては英国のEU離脱を巡る混乱からは落着きを取戻し景気は順調に回復、新興国についても

中国が景気持直しの動きを維持する等の改善が見られ、米国の政策運営や英国のEU離脱交渉の行方に対する懸

念はあるものの、全体として緩やかな回復傾向となりました。そうした中で、原油価格（WTIベース／１バレ

ルあたり）は、OPEC等主要産油国による減産延長決定が下支えしたものの米国シェールオイル等の増産懸念が

勝り、５月までの50ドル前後から６月には40ドル台半ばへ下落しました。

　日本経済は、昨年後半からの輸出の拡大が息切れを見せる一方で、雇用情勢の改善等を背景に個人消費がや

や持直し、依然として足取りは重いものの緩やかに拡大しました。円・ドル相場は、北朝鮮情勢の悪化を受け

たリスク回避の動きや、政治的混乱に起因する米国経済の先行き懸念により、一時110円を割込んで円高が進

みましたが、６月末にかけては欧米金利の上昇を背景に112円台まで円安方向に戻りました。日経平均株価

は、米国株式相場の上昇や円安傾向を受けて４月の18,000円台から６月には20,000円台を回復しました。10年

物国債利回りは、円高進行等から４月半ばに０％程度まで低下しましたが、景気の拡大傾向を背景に６月末に

かけて0.1％近くまで上昇しました。

 

（２）定性的成果

　当第１四半期連結累計期間における具体的成果は次のとおりです。

 

ヤナセ事業の取組強化

　当社は、当社の持分法適用会社である(株)ヤナセ（以下、「ヤナセ社」という。）の普通株式を公開買付に

より追加取得することを決定し、2017年（平成29年）５月26日から公開買付を実施しました。８月３日には議

決権の26.6％を取得した結果、既保有持分と合わせて議決権の66.1％を保有することとなり、ヤナセ社は当社

の子会社となりました。ヤナセ社は、主たる事業として日本においてドイツ車をはじめとする輸入車及びその

部品・アクセサリーの販売、自動車の修理・整備を行っております。当社は、今後ヤナセ社と一層の連携を図

るとともに、当社グループの有する資産、ノウハウ、顧客基盤等の経営資源を共有することを通じて、国内外

事業展開に向けた連携やシナジーを実現し、更なる企業価値向上を目指します。

 

（３）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間の「収益」（「商品販売等に係る収益」及び「役務提供及びロイヤルティ取引に

係る収益」の合計）は、前第１四半期連結累計期間比1,121億円（10.1％）増収の１兆2,188億円となりまし

た。

・エネルギー・化学品においては、シーアイ化成との経営統合に伴うタキロンの子会社化及びエネルギー関

連事業における販売価格上昇等により増収。

・食料においては、食品流通関連事業における取引増加及び生鮮食品関連取引における価格上昇等により

増収。

・金属においては、鉄鉱石・石炭価格の上昇及び鉄鉱石事業における販売数量増加により増収。

・機械においては、航空関連事業が好調に推移したことにより、前連結会計年度における産業機械関連子会

社の持分法投資への変更等はあったものの増収。
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「売上総利益」は、前第１四半期連結累計期間比275億円（11.0％）増益の2,763億円となりました。

・エネルギー・化学品においては、シーアイ化成との経営統合に伴うタキロンの子会社化及びエネルギー関

連事業における採算改善等により増益。

・金属においては、鉄鉱石・石炭価格の上昇及び鉄鉱石事業における販売数量増加により増益。

 

「販売費及び一般管理費」は、シーアイ化成との経営統合に伴うタキロンの子会社化による影響等により、前

第１四半期連結累計期間比50億円（2.5％）増加の2,047億円となりました。

「貸倒損失」は、前第１四半期連結累計期間比２億円減少の５億円となりました。

 

「有価証券損益」は、資産運用関連事業の売却益等はあったものの、前第１四半期連結累計期間における医療

機器関連事業の売却益の反動等により、前第１四半期連結累計期間比19億円（21.8％）減少の69億円（利益）

となりました。

「固定資産に係る損益」は、前第１四半期連結累計期間比５億円好転の５億円（利益）となりました。

「その他の損益」は、前第１四半期連結累計期間における円高影響による為替損益悪化の反動等により、前第

１四半期連結累計期間比70億円好転の47億円（利益）となりました。

 

「受取利息」、「支払利息」の合計である金利収支は、一部借入金の長期化に伴う支払利息の増加等により、

前第１四半期連結累計期間比４億円（272.3％）悪化の５億円（損失）となり、「受取配当金」は、石炭関連

投資の配当の増加等により、前第１四半期連結累計期間比12億円（22.6％）増加の65億円となりました。

 

「持分法による投資損益」は、前第１四半期連結累計期間比106億円（28.6％）増加の477億円（利益）となり

ました。

・その他及び修正消去（注）においては、CITIC Limited取込損益の増加等により増加。

・食料においては、ユニー・ファミリーマートの統合及び生鮮食品関連事業が堅調に推移したこと等により

増加。

 

（注）「その他及び修正消去」は、各事業セグメントに帰属しない損益及びセグメント間の内部取引消去が

　　　含まれております。

 

　以上の結果、「税引前四半期利益」は、前第１四半期連結累計期間比397億円（40.8％）増益の1,369億円と

なりました。また、「法人所得税費用」は、パルプ関連事業に係る税金費用の減少はあったものの、利益の増

加に伴い、前第１四半期連結累計期間比16億円（7.5％）増加の229億円となり、「税引前四半期利益」1,369

億円から「法人所得税費用」229億円を控除した「四半期純利益」は、前第１四半期連結累計期間比381億円

（50.2％）増益の1,139億円となりました。このうち、「非支配持分に帰属する四半期純利益」57億円を控除

した「当社株主に帰属する四半期純利益」は、前第１四半期連結累計期間比351億円（48.0％）増益の1,082億

円となりました。

 

（参考）

　日本の会計慣行に基づく「営業利益」（「売上総利益」・「販売費及び一般管理費」・「貸倒損失」の合

計）は、前第１四半期連結累計期間比227億円（46.8％）増益の711億円となりました。

・金属においては、鉄鉱石・石炭価格の上昇及び鉄鉱石事業における販売数量増加により増益。

・エネルギー・化学品においては、シーアイ化成との経営統合に伴うタキロンの子会社化及びエネルギー関

連事業における採算改善等により増益。

 

（４）セグメント別業績

　当第１四半期連結累計期間における、事業セグメント別の業績は次のとおりです。当社は７つのディビジョ

ンカンパニーにより以下の区分にて、事業セグメント別業績を記載しております。

 

①　繊維カンパニー

　収益（セグメント間内部収益を除く。以下同様。）は、アパレル関連事業の販売不振等により、前第１四半

期連結累計期間比23億円（1.9％）減収の1,175億円となりました。売上総利益は、上記と同様の理由により、

前第１四半期連結累計期間比11億円（3.4％）減益の300億円となりました。当社株主に帰属する四半期純利益

は、アパレル関連事業の販売不振等はあったものの、経費の減少に加え、一過性利益等により、前第１四半期

連結累計期間比21億円（49.8％）増益の64億円となりました。セグメント別資産は、季節要因による営業債権

の回収等により、前連結会計年度末比73億円（1.5％）減少の4,886億円となりました。

 

②　機械カンパニー
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　収益は、航空関連事業が好調に推移したことにより、前連結会計年度における産業機械関連子会社の持分法

投資への変更等はあったものの、前第１四半期連結累計期間比89億円（9.8％）増収の1,001億円となりまし

た。売上総利益は、航空関連及びプラント関連事業は好調に推移したものの、自動車関連取引の減少及び前連

結会計年度における産業機械関連子会社の持分法投資への変更等により、前第１四半期連結累計期間比４億円

（1.7％）減益の250億円となりました。当社株主に帰属する四半期純利益は、航空関連及びプラント関連事業

は好調に推移したものの、自動車関連取引の減少及び前第１四半期連結累計期間における一過性利益の反動等

により、前第１四半期連結累計期間比42億円（25.2％）減益の123億円となりました。セグメント別資産は、

営業債権の回収及び航空関連事業における棚卸資産の減少はあったものの、IPP関連事業への投資実行等によ

り、前連結会計年度末比124億円（1.2％）増加の１兆20億円となりました。

 

③　金属カンパニー

　収益は、鉄鉱石・石炭価格の上昇及び鉄鉱石事業における販売数量増加により、前第１四半期連結累計期間

比176億円（47.5％）増収の548億円となりました。売上総利益は、上記と同様の理由により、前第１四半期連

結累計期間比133億円（119.4％）増益の244億円となりました。当社株主に帰属する四半期純利益は、鉄鉱

石・石炭価格の上昇及び鉄鉱石事業における販売数量増加に加え、石炭関連投資の受取配当金の増加等によ

り、前第１四半期連結累計期間比127億円（151.7％）増益の211億円となりました。セグメント別資産は、主

として価格上昇による鉄鉱石・石炭事業における収益拡大により、前連結会計年度末比124億円（1.5％）増加

の8,673億円となりました。

 

④　エネルギー・化学品カンパニー

　収益は、シーアイ化成との経営統合に伴うタキロンの子会社化及びエネルギー関連事業における販売価格上

昇等により、前第１四半期連結累計期間比546億円（17.3％）増収の3,707億円となりました。売上総利益は、

シーアイ化成との経営統合に伴うタキロンの子会社化及びエネルギー関連事業における採算改善等により、前

第１四半期連結累計期間比134億円（35.0％）増益の516億円となりました。当社株主に帰属する四半期純利益

は、前第１四半期連結累計期間における一過性利益の反動はあったものの、エネルギー関連事業における採算

改善等により、前第１四半期連結累計期間比41億円（90.8％）増益の87億円となりました。セグメント別資産

は、シーアイ化成との経営統合に伴うタキロンの子会社化による増加はあったものの、エネルギー関連事業に

おける営業債権等の減少により、前連結会計年度末比ほぼ横ばいの１兆1,690億円となりました。

 

⑤　食料カンパニー

　収益は、食品流通関連事業における取引増加及び生鮮食品関連取引における価格上昇等により、前第１四半

期連結累計期間比254億円（9.7％）増収の2,874億円となりました。売上総利益は、青果物関連事業における

取引増加及び生鮮食品関連取引における価格上昇等により、前第１四半期連結累計期間比28億円（4.2％）増

益の699億円となりました。当社株主に帰属する四半期純利益は、青果物関連事業における取引増加及び経費

減少に加え、生鮮食品関連取引における価格上昇並びにユニー・ファミリーマート統合に伴う持分法投資損益

の増加等により、前第１四半期連結累計期間比65億円（50.9％）増益の193億円となりました。セグメント別

資産は、食品流通関連事業における季節要因による営業債権の増加及びユニー・ファミリーマートホールディ

ングスへの追加投資等により、前連結会計年度末比685億円（3.9％）増加の１兆8,416億円となりました。

 

⑥　住生活カンパニー

　収益は、天然ゴム関連事業及び国内建材関連事業における取引増加等により、前第１四半期連結累計期間比

65億円（4.9％）増収の1,401億円となりました。売上総利益は、北米設備資材関連事業における取引増加は

あったものの、国内不動産関連取引の減少及び欧州タイヤ関連事業におけるポンド安の影響等により、前第１

四半期連結累計期間比５億円（1.4％）減益の366億円となりました。当社株主に帰属する四半期純利益は、国

内不動産関連取引の減少はあったものの、北米における設備資材関連及び建材関連事業が堅調に推移したこと

に加え、パルプ関連事業及び資産運用関連事業に係る一過性利益等により、前第１四半期連結累計期間比53億

円（57.7％）増益の144億円となりました。セグメント別資産は、主としてユーロ高及びポンド高の影響によ

り、前連結会計年度末比300億円（3.6％）増加の8,704億円となりました。
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⑦　情報・金融カンパニー

　収益は、国内情報産業関連事業の取引増加等により、前第１四半期連結累計期間比38億円（2.7％）増収の

1,444億円となりました。売上総利益は、国内情報産業関連事業の取引増加及び医薬品開発業務受託事業の好

調な推移等により、前第１四半期連結累計期間比19億円（5.5％）増益の374億円となりました。当社株主に帰

属する四半期純利益は、国内情報産業関連事業の取引増加及び海外金融関連事業復調等による持分法投資損益

の増加に加え、一過性利益等により、前第１四半期連結累計期間比26億円（31.3％）増益の111億円となりま

した。セグメント別資産は、国内情報産業関連事業及び携帯電話関連事業における営業債権の回収等により、

前連結会計年度末比388億円（5.4％）減少の6,798億円となりました。

 

⑧　その他及び修正消去

　当社株主に帰属する四半期純利益は、CITIC Limited取込損益の増加により、前第１四半期連結累計期間比

59億円（65.1％）増益の150億円となりました。
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（５）主な子会社及び持分法適用会社の業績

 

①　黒字・赤字会社別損益及び黒字会社比率

黒字・赤字会社別損益 （単位：億円）
 

 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間 増減

 黒字会社 赤字会社 合計 黒字会社 赤字会社 合計 黒字会社 赤字会社 合計

事業会社損益 704 △77 627 919 △41 878 215 36 251

海外現地法人損益 79 △0 79 105 △0 105 26 0 26

連結対象会社合計 783 △77 705 1,024 △42 982 241 36 277

 
 

黒字会社比率

 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間 増減

 国内 海外 合計 国内 海外 合計 国内 海外 合計

黒字会社数 95 161 256 97 144 241 2 △17 △15

連結対象会社数（注） 128 192 320 123 183 306 △5 △9 △14

黒字会社比率（％） 74.2 83.9 80.0 78.9 78.7 78.8 4.6 △5.2 △1.2

　　（注）会社数には、親会社の一部と考えられる投資会社（185社）及び当社もしくは当社の海外現地法人が直接投資

　　　　　している会社を除くその他の会社（470社）を含めておりません。

 

　　　　　当第１四半期連結累計期間の事業会社損益（海外現地法人を除いた子会社及び持分法適用会社の当社取込損益

　　　　の合計）は、前第１四半期連結累計期間比251億円増加の878億円の利益となりました。また、海外現地法人損益

　　　　は、前第１四半期連結累計期間比26億円増加の105億円の利益となりました。

　　　　　黒字事業会社損益と黒字海外現地法人損益を合計した黒字会社損益は、鉄鉱石・石炭価格の上昇及び鉄鉱石の

　　　　販売数量増加があったITOCHU Minerals & Energy of Australia Pty Ltdや、CITIC Limitedの取込損益が増加し

　　　　たOrchid Alliance Holdings Limitedの増益等により、前第１四半期連結累計期間比241億円増加の1,024億円の

　　　　利益となりました。一方、赤字事業会社損益と赤字海外現地法人損益を合計した赤字会社損益は、前第１四半期

　　　　連結累計期間比36億円改善の42億円の損失となりました。

　　　　　黒字会社比率（連結対象会社数に占める黒字会社数の比率）については、前第１四半期連結累計期間の80.0％

　　　　から1.2ポイント低下の78.8％となりました。
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②　主な黒字会社及び赤字会社の取込損益

主な黒字会社 （単位：億円）
 

 
取込
比率
（％）

取込損益（注）１

増減コメント前第１四
半期連結
累計期間

当第１四
半期連結
累計期間

増減

国内子会社      

Dole International

Holdings (株)
100.0 30 48 18

青果物事業における生産数量の増加及び生

産コストの改善に加え、経費削減等により

増益

(株)日本アクセス 93.8 22 20 △1
取引増加により増収となったものの、物流

関連の先行経費増加により減益

伊藤忠エネクス(株) 54.0 6 14 8

前第１四半期連結累計期間の一部カース

テーション縮小・撤退費用の反動及び電

力・ユーティリティ分野の収益拡大等によ

り増益

伊藤忠プラスチックス(株) 100.0 9 11 2
産業資材及び電子材料等の販売堅調により

増益

伊藤忠テクノソリューショ

ンズ(株)
58.2 7 11 4

流通・エンタープライズ事業及び金融・社

会インフラ事業の好調な推移等により増益

伊藤忠ケミカルフロンティ

ア(株)
100.0 7 8 1

医薬関連事業及びシリコーン（ケイ素樹

脂）販売の堅調な推移により増益

伊藤忠オリコ保険サービス

(株)
65.0 1 8 7 事業再編に伴う一過性利益により増益

タキロンシーアイ(株)

（注）２
51.2 29 7 △22

高機能材販売が堅調に推移したものの、前

第１四半期連結累計期間のシーアイ化成に

おける関係会社株式売却益の反動等により

減益

(株)エドウイン 98.5 7 7 △0 ほぼ横ばい

伊藤忠ロジスティクス(株) 99.0 8 7 △1
海外子会社における取扱数量減少等により

減益

伊藤忠建材(株) 100.0 5 6 1 住宅資材販売の好調な推移により増益
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（単位：億円）

 

 
取込
比率
（％）

取込損益（注）１

増減コメント前第１四
半期連結
累計期間

当第１四
半期連結
累計期間

増減

海外子会社      

Orchid Alliance Holdings

Limited（注）３
100.0 126 170 44 CITIC Limitedの取込損益増加により増益

ITOCHU Minerals & Energy

of Australia Pty Ltd
100.0 69 157 88

鉄鉱石・石炭価格の上昇及び鉄鉱石の販売

数量増加により増益

伊藤忠インターナショナル

会社
100.0 26 41 15

機械関連事業及び設備資材関連事業が堅調

に推移したことに加え、税金費用の改善等

があり増益

ITOCHU FIBRE LIMITED

（注）４
100.0 10 17 7 主としてパルプ市況改善により増益

伊藤忠香港会社 100.0 9 13 4

金融関連事業の取込損益増加により、生活

資材関連取引の減少等はあったものの、増

益

伊藤忠欧州会社（注）４ 100.0 9 12 2
水・環境関連事業及びパルプ関連事業の取

込損益増加により増益

European Tyre Enterprise

Limited（注）４
100.0 10 11 2 英国小売事業の堅調な推移により増益

伊藤忠タイ会社 100.0 9 11 2

化学品関連取引が堅調に推移したことに加

え、金融関連事業の取込損益増加等により

増益

伊藤忠（中国）集団有限公

司
100.0 10 10 △0 ほぼ横ばい
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（単位：億円）

 
取込
比率
（％）

取込損益（注）１

増減コメント前第１四
半期連結
累計期間

当第１四
半期連結
累計期間

増減

国内持分法適用会社      

ユニー・ファミリーマート

ホールディングス(株)
37.3 13 29 15

ユニーグループ・ホールディングス(株)と

の経営統合に伴う営業収益の増加等により

増益

東京センチュリー(株) 25.2 23 27 4 北米リース事業の堅調な推移等により増益

伊藤忠丸紅鉄鋼(株) 50.0 21 24 3 鋼材市況の回復により増益

プリマハム(株) 39.8 7 11 4

ハム・ソーセージ及び加工食品の販売堅調

に加え、国内事業会社の好調な推移により

増益

不二製油グループ本社(株)

（注）５
26.9 8 9 1

製菓・製パン素材事業における海外子会社

の堅調な推移及び取込比率上昇等により増

益

(株)オリエントコーポレー

ション
16.5 12 9 △3

銀行保証事業が好調に推移したものの、貸

倒関連の費用が増加したこと等により減益

 

海外持分法適用会社      

HYLIFE GROUP HOLDINGS

LTD.
49.9 7 9 2

日本や中国を含むアジア向け取引の堅調な

推移により増益
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主な赤字会社 （単位：億円）
 

 
取込
比率
（％）

取込損益（注）１

増減コメント前第１四
半期連結
累計期間

当第１四
半期連結
累計期間

増減

海外子会社      

IPC EUROPE LTD. 100.0 3 △5 △7 重油トレーディング事業の取込損益悪化

 
（注）１　取込損益には、IFRS修正後の数値を記載しておりますので、各社が公表している数値とは異なる場合が

　　　　　あります。

２　タキロン(株)とシーアイ化成(株)は、平成29年４月１日に経営統合し、タキロンシーアイ(株)となりま

した。これに伴い、タキロンシーアイ(株)の前第１四半期連結累計期間の取込損益につきましては、両

社の取込損益を合算して表示しております。

３　Orchid Alliance Holdings Limitedの取込損益には、付随する税効果等を含めて表示しております。

４　伊藤忠欧州会社の取込損益には、European Tyre Enterprise Limitedの取込損益の20.0％及びITOCHU

FIBRE LIMITEDの取込損益の10.0％を含んでおります。

５　当社は、不二製油グループ本社(株)を当社子会社の伊藤忠フードインベストメント合同会社を通じて保

有しております。
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（６）財政状態

　当第１四半期連結会計期間末の「総資産」は、エネルギー関連事業及び国内情報産業関連事業並びに携帯電

話関連事業における営業債権の減少はあったものの、シーアイ化成との経営統合に伴うタキロンの子会社化に

よる増加に加え、IPP関連事業への投資実行及びユニー・ファミリーマートホールディングスへの追加投資等

により、前連結会計年度末比752億円（0.9％）増加の８兆1,972億円となりました。

　「有利子負債」は、ユニー・ファミリーマートホールディングスへの追加投資及びIPP関連事業への投資実

行に伴う借入金の増加に加え、シーアイ化成との経営統合に伴うタキロンの子会社化等により、前連結会計年

度末比296億円（1.0％）増加の２兆9,742億円となり、「現預金控除後のネット有利子負債」は、前連結会計

年度末比382億円（1.6％）増加の２兆3,688億円となりました。

　「株主資本」は、配当金の支払及び自己株式の取得はあったものの、「当社株主に帰属する四半期純利益」

の積上げ等により、前連結会計年度末比401億円（1.7％）増加の２兆4,420億円となりました。

　株主資本比率は、前連結会計年度末比0.2ポイント上昇の29.8％となり、NET DER（ネット有利子負債対株主

資本倍率）は、前連結会計年度末比横ばいの0.97倍となりました。

 

（７）キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、金属、生活資材及び機械におけ

る営業取引収入の堅調な推移等により、775億円のネット入金となりました。

　なお、前第１四半期連結累計期間においては、569億円のネット入金でした。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、シーアイ化成との経営統合に伴

うタキロンの子会社化による現金の受入はあったものの、IPP関連事業への投資実行及びユニー・ファミリー

マートホールディングスへの追加投資に加え、主としてエネルギー、食料、金属及び情報・通信における固定

資産の取得等により、444億円のネット支払となりました。

　なお、前第１四半期連結累計期間においては、89億円のネット支払でした。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の増加はあったものの、

配当金の支払及び自己株式の取得等により、517億円のネット支払となりました。

　なお、前第１四半期連結累計期間においては、222億円のネット支払でした。

 

　以上の結果、「現金及び現金同等物」の当第１四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末比177億円

（2.9％）減少の5,878億円となりました。

 

（８）流動性と資金の源泉

　当社グループは、安定的な資金確保と資金コスト低減のため、長期調達比率の向上に努めながら、調達先の

分散や調達方法・手段の多様化を図り、銀行借入等の間接金融とコマーシャル・ペーパー及び社債の発行に

よる直接金融を、金融情勢の変化に応じて機動的に活用しております。

　また、当第１四半期連結会計期間末において「現金及び現金同等物」、「定期預金」（合計6,054億円）

の他、コミットメントライン契約の未使用枠（円貨2,000億円、外貨1,300百万米ドル）を有しており、不測の

事態にも十分な流動性準備を確保していると考えております。
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（９）経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

　当第１四半期連結累計期間において、経営方針、経営環境及び対処すべき課題等について第93期有価証券報

告書に記載した内容から重要な変更はありません。

 

（10）重要な会計方針

　要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において

適用した会計方針と同一であります。

 

（11）研究開発活動

　特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,000,000,000

計 3,000,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年６月30日現在）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日現在）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 1,662,889,504 1,662,889,504
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 1,662,889,504 1,662,889,504 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 1,662,889 － 253,448 － 62,600

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、
記載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお
ります。

 

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　93,253,000
－

単元株式数

100株

（相互保有株式）

普通株式　　 3,252,400
－ 同上

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,565,293,500 15,652,935 同上

単元未満株式 普通株式　　 1,090,604 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 1,662,889,504 － －

総株主の議決権 － 15,652,935 －
 

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付型ESOP信託口が所有する当社株式912,000株

（議決権9,120個）、役員報酬BIP信託口が所有する当社株式467,400株（議決権4,674個）及び株式会社証券

保管振替機構名義の株式が5,000株（議決権50個）含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式及び相互保有株式が次のとおり含まれておりま

す。

伊藤忠商事株式会社 68株、サンコール株式会社 52株

 

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

［自己保有株式］      

伊藤忠商事株式会社
大阪市北区梅田

３丁目１番３号
93,253,000 － 93,253,000 5.61

［相互保有株式］      

綾羽株式会社
大阪市中央区南本町

３丁目６番14号
2,100,000 － 2,100,000 0.13

サンコール株式会社
京都市右京区梅津

西浦町14番地
1,062,700 － 1,062,700 0.06

ワタキューセイモア

株式会社

京都府綴喜郡井手町大

字多賀小字茶臼塚12番

地の２

89,700 － 89,700 0.01

計 － 96,505,400 － 96,505,400 5.80
 

　（注）　平成29年５月２日開催の取締役会決議に基づき、平成29年５月８日に自己株式を17,120,000株取得しておりま
す。なお、当第１四半期会計期間末における自己株式は、110,375,174株となります。
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２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第１四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１　要約四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

内閣府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会

社」の要件をすべて満たすことから、同第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」（以下、

「IAS第34号」という。）に基づいて作成しております。

　要約四半期連結財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から

平成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る要約

四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

  
前連結会計年度末
（平成29年３月31日）

当第１四半期連結会計期間末
（平成29年６月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

（資産の部）    

流動資産    

現金及び現金同等物  605,589 587,844

定期預金  8,381 17,566

営業債権  1,949,049 1,889,548

営業債権以外の短期債権  74,322 88,326

その他の短期金融資産  28,999 38,254

棚卸資産  775,396 799,232

前渡金  161,855 177,785

その他の流動資産  97,224 116,253

流動資産合計  3,700,815 3,714,808

非流動資産    

持分法で会計処理されている投資  1,626,583 1,676,629

その他の投資  793,589 805,813

長期債権  656,774 652,380

投資・債権以外の長期金融資産  118,511 100,869

有形固定資産 5 680,375 697,698

投資不動産  26,605 21,804

のれん及び無形資産  369,378 373,856

繰延税金資産  54,660 56,580

その他の非流動資産  94,742 96,794

非流動資産合計  4,421,217 4,482,423

資産合計 3 8,122,032 8,197,231
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前連結会計年度末
（平成29年３月31日）

当第１四半期連結会計期間末
（平成29年６月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

（負債及び資本の部）    

流動負債    

社債及び借入金（短期） 7 563,033 611,965

営業債務  1,588,783 1,532,791

営業債務以外の短期債務  53,494 73,204

その他の短期金融負債  15,729 24,767

未払法人所得税  40,660 23,623

前受金  149,921 169,032

その他の流動負債  288,785 283,327

流動負債合計  2,700,405 2,718,709

非流動負債    

社債及び借入金（長期） 7 2,381,620 2,362,283

その他の長期金融負債  108,333 107,918

退職給付に係る負債  59,614 70,999

繰延税金負債  123,374 119,509

その他の非流動負債  85,875 83,173

非流動負債合計  2,758,816 2,743,882

負債合計  5,459,221 5,462,591

資本    

資本金  253,448 253,448

資本剰余金  162,038 159,768

利益剰余金 10 2,020,018 2,085,146

その他の資本の構成要素 9   

為替換算調整額  137,085 138,724

FVTOCI金融資産  △50,353 △44,199

キャッシュ・フロー・ヘッジ  1,997 △682

　その他の資本の構成要素合計  88,729 93,843

自己株式  △122,340 △150,185

　株主資本合計  2,401,893 2,442,020

非支配持分  260,918 292,620

　資本合計  2,662,811 2,734,640

　 負債及び資本合計  8,122,032 8,197,231
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（２）【要約四半期連結包括利益計算書】

  
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

 収益 3   

  商品販売等に係る収益  932,325 1,029,246

役務提供及びロイヤルティ取引に係る収益  174,322 189,546

収益合計  1,106,647 1,218,792

原価    

商品販売等に係る原価  △727,945 △796,721

役務提供及びロイヤルティ取引に係る原価  △129,815 △145,734

原価合計  △857,760 △942,455

 売上総利益 3 248,887 276,337

その他の収益及び費用    

販売費及び一般管理費  △199,692 △204,711

貸倒損失  △746 △518

有価証券損益  8,811 6,891

固定資産に係る損益  △5 525

その他の損益  △2,289 4,680

その他の収益及び費用合計  △193,921 △193,133

金融収益及び金融費用    

受取利息  6,067 8,396

受取配当金  5,274 6,466

支払利息  △6,204 △8,906

金融収益及び金融費用合計  5,137 5,956

 持分法による投資損益 3 37,094 47,715

 税引前四半期利益  97,197 136,875

法人所得税費用  △21,353 △22,949

 四半期純利益  75,844 113,926

　 当社株主に帰属する四半期純利益 3 73,082 108,191

  非支配持分に帰属する四半期純利益  2,762 5,735
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前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

その他の包括利益（税効果控除後）    

  純損益に振替えられることのない項目    

 FVTOCI金融資産  △10,080 3,688

 確定給付再測定額  △269 △156

 持分法で会計処理されている
 投資におけるその他の包括利益

 △1,995 3,893

  純損益に振替えられる可能性のある項目    

 為替換算調整額  △103,981 3,933

 キャッシュ・フロー・ヘッジ  △4 △1,030

 持分法で会計処理されている
 投資におけるその他の包括利益

 △28,173 △3,738

    その他の包括利益（税効果控除後）合計  △144,502 6,590

 四半期包括利益  △68,658 120,516

当社株主に帰属する四半期包括利益  △66,268 113,409

非支配持分に帰属する四半期包括利益  △2,390 7,107

 

  （円） （円）

基本的１株当たり当社株主に帰属する
四半期純利益

8 46.26 69.46

希薄化後１株当たり当社株主に帰属する
四半期純利益

8 46.26 69.46
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

  
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

資本    

資本金    

期首残高  253,448 253,448

期末残高  253,448 253,448

資本剰余金    

期首残高  156,688 162,038

子会社持分の追加取得及び一部売却による増減等  540 △2,270

期末残高  157,228 159,768

利益剰余金    

期首残高  1,748,375 2,020,018

当社株主に帰属する四半期純利益  73,082 108,191

その他の資本の構成要素からの振替  △1,567 102

当社株主への支払配当金 10 △39,541 △43,165

期末残高  1,780,349 2,085,146

その他の資本の構成要素 9   

期首残高  140,750 88,729

当社株主に帰属するその他の包括利益  △139,350 5,218

利益剰余金への振替  1,567 △102

子会社持分の追加取得及び一部売却による増減  △143 △2

期末残高  2,824 93,843

自己株式    

期首残高  △105,584 △122,340

自己株式の取得及び処分  5 △27,845

期末残高  △105,579 △150,185

株主資本合計  2,088,270 2,442,020

　非支配持分    

期首残高  258,378 260,918

非支配持分に帰属する四半期純利益  2,762 5,735

非支配持分に帰属するその他の包括利益  △5,152 1,372

非支配持分への支払配当金  △4,896 △5,768

子会社持分の取得及び一部売却による増減等  543 30,363

期末残高  251,635 292,620

資本合計  2,339,905 2,734,640
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

 営業活動によるキャッシュ・フロー    

 　四半期純利益  75,844 113,926

 　営業活動によるキャッシュ・フローへの調整    

  　減価償却費等  25,575 26,015

  　貸倒損失  746 518

  　有価証券損益  △8,811 △6,891

  　固定資産に係る損益  5 △525

  　金融収益及び金融費用  △5,137 △5,956

  　持分法による投資損益  △37,094 △47,715

  　法人所得税費用  21,353 22,949

  　営業債権の増減  77,493 87,393

  　棚卸資産の増減  △15,183 △10,548

  　営業債務の増減  △70,585 △78,437

  　その他－純額  3,265 △10,875

 　利息の受取額  3,895 6,983

 　配当金の受取額  25,404 32,451

 　利息の支払額  △6,395 △5,975

 　法人所得税の支払額  △33,431 △45,799

 営業活動によるキャッシュ・フロー  56,944 77,514

 投資活動によるキャッシュ・フロー    

 　持分法で会計処理されている投資の取得による支出  △19,387 △46,538

 　持分法で会計処理されている投資の売却による収入  16,098 2,667

 　その他の投資の取得による支出  △9,546 △14,354

 　その他の投資の売却による収入  10,819 4,647

 　子会社の取得による支出
 　（取得時の現金受入額控除後）

4 － 16,046

 　貸付による支出  △3,300 △3,758

 　貸付金の回収による収入  15,090 11,691

 　有形固定資産等の取得による支出  △18,829 △18,276

 　有形固定資産等の売却による収入  1,541 1,503

 　定期預金の増減－純額  △1,418 1,983

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △8,932 △44,389
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前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

 財務活動によるキャッシュ・フロー    

 　社債及び借入金による調達額  15,117 145,219

 　社債及び借入金の返済額  △79,688 △218,015

 　純額表示される短期借入金の増減額  87,484 97,713

 　非支配持分との資本取引  △634 △97

 　当社株主への配当金の支払額 10 △39,541 △43,165

 　非支配持分への配当金の支払額  △4,896 △5,442

 　自己株式の増減－純額  5 △27,866

 財務活動によるキャッシュ・フロー  △22,153 △51,653

 現金及び現金同等物の増減額  25,859 △18,528

 現金及び現金同等物の期首残高  632,871 605,589

 為替相場の変動による現金及び現金同等物への影響額  △17,113 783

 現金及び現金同等物の四半期末残高  641,617 587,844
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要約四半期連結財務諸表注記

 

１　報告企業

　伊藤忠商事株式会社（以下、「当社」という。）は、日本に所在し、総合商社として、多種多様な商品のトレー

ディング、ファイナンス、物流及びプロジェクト案件の企画・調整等を行う他、資源開発投資・事業投資等の実行を

通して各種機能・ノウハウ等を培い、かつ保有しております。これらの総合力を活かし、幅広い業界並びにグローバ

ルなネットワークを通じて、７つのディビジョンカンパニーが、繊維や食料、住生活、情報・金融等の生活消費関連

分野、機械や化学品、石油製品、鉄鋼製品等の基礎産業関連分野、そして金属資源、エネルギー資源等の資源関連分

野において、多角的な事業活動を展開しております。

 

２　要約四半期連結財務諸表作成の基礎

（１）要約四半期連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載

　当社の要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」

の要件をすべて満たすことから、同第93条の規定により、IAS第34号に基づいて作成しております。また、当要約

四半期連結財務諸表においては、年次連結財務諸表で要求されているすべての情報が含まれていないため、平成29

年３月31日に終了した連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

　なお、当要約四半期連結財務諸表は、当社グループにおいて、それぞれ所在国の会計基準に基づき作成した財務

諸表に、IFRSに準拠するべく一定の修正を加えた財務諸表を基礎として作成しております。

 

（２）重要な会計方針

　要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において適用

した会計方針と同一であります。

 

（３）見積り及び判断の利用

　要約四半期連結財務諸表の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及

ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行うことが義務付けられております。実際の業績はこれらの見積りとは異なる

場合があります。

　見積り及びその基礎となる過程は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、その見積りを

見直した会計期間と将来の会計期間において認識されます。

　当要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度に係る連結財務諸表

と同様であります。

 

EDINET提出書類

伊藤忠商事株式会社(E02497)

四半期報告書

27/42



３　セグメント情報

（事業セグメント）

　当社グループは、多種多様な商品のトレーディング、ファイナンス、物流及びプロジェクト案件の企画・調整等を

行う他、資源開発投資・事業投資等の実行を通して各種機能・ノウハウ等を培い、かつ保有しております。これらの

総合力を活かし、幅広い業界並びにグローバルなネットワークを通じて、７つのディビジョンカンパニーが、繊維や

食料、住生活、情報・金融等の生活消費関連分野、機械や化学品、石油製品、鉄鋼製品等の基礎産業関連分野、そし

て金属資源、エネルギー資源等の資源関連分野において、多角的な事業活動を展開しております。

　また、これらの多角的に展開する事業活動を推進するため、当社は担当する業界、並びに主として取扱う商品及び

サービスに応じて、繊維、機械、金属、エネルギー・化学品、食料、住生活、情報・金融の７つのディビジョンカン

パニーを設け、当該７つのディビジョンカンパニーがそれぞれ、分掌する事業領域を統括する責任を負う体制として

おります。当社の経営者は、当該ディビジョンカンパニーをセグメント単位として経営戦略、経営資源の配分を決定

し、業績管理についても、「当社株主に帰属する当期純利益」をはじめとするいくつかの指標に基づき、当該ディビ

ジョンカンパニーを単位として実施しております。

　以上に鑑み、当社は、当該７つのディビジョンカンパニーを報告セグメントとして、セグメント情報を表示してお

ります。

　各報告セグメントが収益を得る源泉となる商品及びサービスの類型は次のとおりです。

 

繊維：　　　　　　　　繊維原料、糸、織物から衣料品、服飾雑貨、その他生活消費関連分野のすべてにおいてグ

ローバルに事業展開を行っております。また、ブランドビジネスの海外展開や、リーテイル

分野でのインターネット販売等の販路展開にも取組んでおります。

 

機械：　　　　　　　 プラント、橋梁、鉄道等のインフラ関連プロジェクト及び関連機器・サービスの取扱、

IPP、水・環境関連事業及び関連機器・サービスの取扱、船舶、航空機、自動車、建設

機械、産業機械、工作機械、環境機器・電子機器等の単体機械及び関連機材取扱、再生

可能・代替エネルギー関連ビジネス等の環境に配慮した事業を展開しております。更に、

医療関連分野において、医療機器の取扱等を行っております。

 

金属：　　　　　　　　金属鉱物資源開発事業、鉄鋼製品加工事業、太陽光・太陽熱発電事業、温室効果ガス排出権

取引を含む環境ビジネス、鉄鉱石、石炭、その他製鉄・製鋼原料、非鉄・軽金属、鉄鋼製

品、原子燃料関連、太陽光・太陽熱発電関連の国内・貿易取引を行っております。

 

エネルギー・化学品：　原油、石油製品、LPG、LNG、天然ガス、電力等、エネルギー関連商品全般のトレード、関連

プロジェクトの推進及び石油・ガスプロジェクトの探鉱・開発・生産業務の推進、有機化学

品、無機化学品、医薬品、合成樹脂、精密化学品、電子材料等のトレード及び事業を行って

おります。

 

食料：　　　　　　　　原料からリーテイルまでの食料全般にわたる事業領域において、国内外で効率的な商品の生

産・流通・販売を推進しております。

 

住生活：　　　　　　　住宅資材事業、紙パルプ事業、天然ゴム事業、タイヤ事業等の生活資材分野、不動産開発・

分譲・賃貸・管理業や物流事業等の建設・物流分野において事業を推進しております。

 

情報・金融：　　　　　IT・ネットサービス事業、携帯流通及びアフターサービス事業等の情報・通信分野、各種金

融サービス事業や保険事業等の金融・保険分野において事業を推進しております。
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　当社のセグメント情報は次のとおりです。（なお、セグメント間の内部取引における価額は、外部顧客との取引価

額に準じております。前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間において、単一顧客に対する重要な

収益はありません。）

 前第１四半期連結累計期間（百万円）

 繊　維 機　械 金　属
エネルギー・
化学品

外 部 顧 客 か ら の 収 益 119,800 91,151 37,159 316,077

セグメント間内部収益 158 － － 183

収 益 合 計 119,958 91,151 37,159 316,260

売 上 総 利 益 31,012 25,473 11,134 38,214

持分法による投資損益 473 5,457 3,642 991

当 社 株 主 に 帰 属 す る

四 半 期 純 利 益
4,240 16,498 8,381 4,534

セ グ メ ン ト 別 資 産 495,109 919,882 798,361 1,014,270
 

 食　料 住生活 情報・金融
その他及び
修正消去

連結合計

外 部 顧 客 か ら の 収 益 261,991 133,627 140,553 6,289 1,106,647

セグメント間内部収益 83 3,213 1,536 △5,173 －

収 益 合 計 262,074 136,840 142,089 1,116 1,106,647

売 上 総 利 益 67,083 37,157 35,465 3,349 248,887

持分法による投資損益 3,136 2,426 8,003 12,966 37,094

当 社 株 主 に 帰 属 す る

四 半 期 純 利 益
12,772 9,121 8,444 9,092 73,082

セ グ メ ン ト 別 資 産 1,718,907 782,043 627,960 1,307,993 7,664,525

 

 前連結会計年度末（百万円）

 繊　維 機　械 金　属
エネルギー・
化学品

セ グ メ ン ト 別 資 産 495,892 989,662 854,905 1,169,503
 

 食　料 住生活 情報・金融
その他及び
修正消去

連結合計

セ グ メ ン ト 別 資 産 1,773,166 840,350 718,594 1,279,960 8,122,032

 

 当第１四半期連結累計期間（百万円）

 繊　維 機　械 金　属
エネルギー・
化学品

外 部 顧 客 か ら の 収 益 117,547 100,057 54,795 370,685

セグメント間内部収益 14 － － 253

収 益 合 計 117,561 100,057 54,795 370,938

売 上 総 利 益 29,952 25,030 24,423 51,597

持分法による投資損益 1,478 5,434 4,813 587

当 社 株 主 に 帰 属 す る

四 半 期 純 利 益
6,351 12,335 21,096 8,651

セ グ メ ン ト 別 資 産 488,553 1,002,012 867,346 1,168,953
 

 食　料 住生活 情報・金融
その他及び
修正消去

連結合計

外 部 顧 客 か ら の 収 益 287,440 140,115 144,400 3,753 1,218,792

セグメント間内部収益 112 3,091 1,764 △5,234 －

収 益 合 計 287,552 143,206 146,164 △1,481 1,218,792

売 上 総 利 益 69,902 36,646 37,412 1,375 276,337

持分法による投資損益 6,510 2,999 8,762 17,132 47,715

当 社 株 主 に 帰 属 す る

四 半 期 純 利 益
19,270 14,384 11,090 15,014 108,191

セ グ メ ン ト 別 資 産 1,841,639 870,372 679,763 1,278,593 8,197,231

（注）「その他及び修正消去」は、各事業セグメントに帰属しない損益及びセグメント間の内部取引消去が含まれ

ております。CITIC Limited及び C.P. Pokphand Co. Ltd.に対する投資及び損益は当該セグメントに含まれて

おります。
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４　企業結合

　前第１四半期連結累計期間において、重要な企業結合はありません。

 

　当第１四半期連結累計期間に生じた主な企業結合は次のとおりです。

 

（タキロン(株)とシーアイ化成(株)の経営統合）

　当社が議決権の98.3％を保有する子会社であるシーアイ化成(株)（以下、「シーアイ化成」という。）は、当社が

議決権の33.7％を保有し、関連会社として持分法を適用していた、各種合成樹脂製品の製造・販売会社であるタキロ

ン(株)（以下、「タキロン」という。）と、平成29年４月１日（以下、「取得日」という。）にタキロンを存続会

社、シーアイ化成を消滅会社とする吸収合併による経営統合（以下、「本経営統合」という。）を行い、タキロン

シーアイ(株)（以下、「タキロンシーアイ」という。）になりました。本経営統合に際し、タキロンはシーアイ化成

の株主に対し、普通株式26,468,325株を割当てております。割当てに関しては、複数の第三者機関に依頼した株式交

換比率の算定結果を参考に決定しております。その結果、本経営統合により当社の議決権保有割合は、タキロンの当

社既保有持分と合わせて51.2％となり、タキロンシーアイは当社の子会社となりました。

 

　今後は、当社が有する経営ノウハウやグローバルベースの販売体制等を活用することを通じて、タキロンシーアイ

が掲げる収益基盤強化と企業価値向上のための諸施策（「営業力、顧客基盤の強化」や「グローバル展開の加速」

等）の実行を積極的にサポートすることで、タキロンシーアイの成長に貢献していきます。

 

　当該企業結合における取得日現在の支払対価、既保有持分、非支配持分の公正価値は、すべて当社が取得日に交付

したシーアイ化成の普通株式の時価をもとに測定されており、次のとおりです。なお、条件付対価はありません。

項　目 金額（百万円）

支払対価の公正価値 7,224

既保有持分の公正価値 13,825

非支配持分の公正価値 20,070

合　計 41,119

 

　なお、当該企業結合については、当四半期報告書が提出できることとなった平成29年８月10日現在、取得資産及び

引受負債の当初の公正価値測定が完了しておりません。

 

（取得日からの業績）

　当第１四半期連結累計期間の要約四半期連結包括利益計算書に含まれている、タキロンの取得日からの業績は、経

営統合に伴い個別の金額の算定が困難であることから、記載しておりません。

　当第１四半期連結会計期間末日以降に生じた主な企業結合は次のとおりです。

 

（(株)ヤナセの子会社化）

　当社は、議決権の39.5％を保有し、関連会社として持分法を適用していた(株)ヤナセ（以下、「当該会社」とい

う。）の普通株式に対する公開買付を実施し、平成29年８月３日（以下、「取得日」という。）に議決権の26.6％を

取得した結果、当社既保有持分と合わせて議決権の66.1％を保有することとなり、当該会社は当社の子会社となりま

した。株式の取得価額は6,782百万円であり、すべて現金により支払っております。なお、条件付対価はありませ

ん。

 

　当該会社は、主たる事業として日本においてドイツ車をはじめとする輸入車及びその部品・アクセサリーの販売、

自動車の修理・整備を行っております。当社は、今後当該会社と一層の連携を図るとともに、当社グループの有する

資産、ノウハウ、顧客基盤等の経営資源を共有することを通じて、国内外事業展開に向けた連携やシナジーを実現

し、更なる企業価値向上を目指します。

 

　なお、当該企業結合については、当四半期報告書が提出できることとなった平成29年８月10日現在、取得資産及び

引受負債の当初の公正価値測定が完了しておりません。

 

５　有形固定資産

　前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間において、重要な有形固定資産の取得・処分等はありま

せん。

 

６　子会社に対する持分
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（子会社に対する支配喪失）

　前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間において、重要な子会社に対する支配喪失はありませ

ん。

 

７　社債

　前第１四半期連結累計期間における社債の発行に重要なものはありません。

 

　前第１四半期連結累計期間において償還された主な社債の内訳は、次のとおりです。
 

償還期限 利率 種類 発行総額

円貨建2016年満期 0.613％ 利付普通社債 10,000百万円

 

　当第１四半期連結累計期間における社債の発行に重要なものはありません。

 

　当第１四半期連結累計期間において償還された主な社債の内訳は、次のとおりです。
 

償還期限 利率 種類 発行総額

円貨建2017年満期 2.020％ 利付普通社債 10,000百万円

円貨建2017年満期 1.990％ 利付普通社債 10,000百万円

円貨建2017年満期 0.407％ 利付普通社債 10,000百万円

 

８　１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益

　前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間における「基本的１株当たり当社株主に帰属する四半期

純利益」及び「希薄化後１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益」は次のとおりです。

 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

基本的１株当たり当社株主に帰属する

四半期純利益
46.26円 69.46円

希薄化後１株当たり当社株主に帰属する

四半期純利益
46.26円 69.46円

 

前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間における「基本的１株当たり当社株主に帰属する四半

期純利益」及び「希薄化後１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益」の算定上の基礎は次のとおりです。

（分子項目）

 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

当社株主に帰属する四半期純利益 73,082百万円 108,191百万円

希薄化後１株当たり当社株主に帰属する四半期

純利益の算定に用いられた四半期純利益調整額
－ －

希薄化後当社株主に帰属する四半期純利益 73,082百万円 108,191百万円

 

（分母項目）

 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

発行済普通株式の加重平均株式数

（自己株式控除後）
1,579,712,538株 1,557,654,470株
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９　その他の資本の構成要素

　その他の資本の構成要素の各項目の増減は次のとおりです。

区分
前第１四半期連結累計期間

（百万円）
当第１四半期連結累計期間

（百万円）

為替換算調整額   

期首残高 202,795 137,085

期中増減 △125,880 1,639

期末残高 76,915 138,724

FVTOCI金融資産   

期首残高 △51,630 △50,353

期中増減 △9,897 6,567

利益剰余金への振替 284 △413

期末残高 △61,243 △44,199

キャッシュ・フロー・ヘッジ   

期首残高 △10,415 1,997

期中増減 △2,433 △2,679

期末残高 △12,848 △682

確定給付再測定額   

期首残高 － －

期中増減 △1,283 △311

利益剰余金への振替 1,283 311

期末残高 － －

その他の資本の構成要素   

期首残高 140,750 88,729

期中増減 △139,493 5,216

利益剰余金への振替 1,567 △102

期末残高 2,824 93,843

 

10　配当

　前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間における配当金支払額は次のとおりです。

 

＜前第１四半期連結累計期間における配当金支払額＞

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 39,541百万円 利益剰余金 25円 平成28年３月31日 平成28年６月27日

 

＜当第１四半期連結累計期間における配当金支払額＞

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 43,165百万円 利益剰余金 27.5円 平成29年３月31日 平成29年６月26日
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11　公正価値

（１）金融商品の公正価値

　当社及び子会社は、多種の金融商品を有しており、契約相手による契約不履行の際に生ずる信用リスクにさらさ

れておりますが、特定の相手またはグループに対する信用リスクの過度な集中を避けるため、多数の相手と取引を

行っております。

　前連結会計年度末及び当第１四半期連結会計期間末における、「長期債権」及び「投資・債権以外の長期金融資

産」（デリバティブ資産を除く）並びに「社債及び借入金（長期）」及び「その他の長期金融負債」（デリバティ

ブ負債を除く）の帳簿価額とIFRS第13号「公正価値測定」に従い見積った公正価値及びそれらの評価手法は次のと

おりです。（なお、有価証券及びその他の投資の公正価値、デリバティブ資産及びデリバティブ負債の公正価値及

びそれらの評価手法は、「（２）公正価値の測定」をご参照ください。）

 

前連結会計年度末
（百万円）

帳簿価額 公正価値

金融資産   

長期債権及び投資・債権以外の長期金融資産

（デリバティブ資産を除く）
223,348 223,946

金融負債   

社債及び借入金（長期）及びその他の長期金融負債

（デリバティブ負債を除く）
2,484,103 2,484,158

 

 

当第１四半期連結会計期間末
（百万円）

帳簿価額 公正価値

金融資産   

長期債権及び投資・債権以外の長期金融資産

（デリバティブ資産を除く）
208,984 209,536

金融負債   

社債及び借入金（長期）及びその他の長期金融負債

（デリバティブ負債を除く）
2,464,190 2,464,182

（注）連結財政状態計算書における「長期債権」のうち、CITIC Limited株式取得に係るChia Tai Bright

Investment Company Limited（以下、「CTB」という。）への株主融資については上記には含めず、

後述②において当該金融商品に関する情報を記載しております。

 

①　金融商品の公正価値の評価手法

　「長期債権」及び「投資・債権以外の長期金融資産」（デリバティブ資産を除く）の公正価値の評価手法は次

のとおりです。

　「長期債権」及び「投資・債権以外の長期金融資産」（デリバティブ資産を除く）の公正価値は、同程度の信

用格付けを有する貸付金または顧客に同一の残存期間で同条件の貸付または信用供与を行う場合において現在適

用される市場での金利に基づいて、将来のキャッシュ・フローを割引くことにより見積っており、レベル２に分

類しております。また、貸倒引当金を設定している「長期債権」及び「投資・債権以外の長期金融資産」につい

てはレベル３に分類しております。

 

　「社債及び借入金（長期）」及び「その他の長期金融負債」（デリバティブ負債を除く）の公正価値の評価手

法は次のとおりです。

　「社債及び借入金（長期）」及び「その他の長期金融負債」（デリバティブ負債を除く）の公正価値は、同一

の残存期間を有する債務を当社が調達する場合において現在適用される市場での金利に基づいて、将来のキャッ

シュ・フローを割引くことにより見積っており、レベル２に分類しております。

 

　なお、有価証券以外の流動金融資産及び負債については、主として満期または決済までの期間が短期で構成さ

れており、帳簿価額と公正価値は、ほぼ同額となっております。

　また、有価証券及びその他の投資において償却原価で測定される金融資産は主に公社債であり、帳簿価額と公

正価値は、ほぼ同額となっております。
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②　CITIC Limited株式取得に係るCTBへの株主融資

　当社とCharoen Pokphand Group Company Limitedがそれぞれ50％ずつ出資しているCTBは、CITIC Limitedが発

行する同社の普通株式の20％に相当する5,818百万株を保有しており、同社を持分法適用会社としております。

当社は、CTBにおけるCITIC Limited株式取得に係る必要資金の調達のため、投資及び株主融資を行っておりま

す。

　前連結会計年度末及び当第１四半期連結会計期間末におけるCITIC Limited株式取得に係るCTBへの投資残高

は、それぞれ514百万米ドル（57,631百万円）、514百万米ドル（57,533百万円）となります。また、前連結会計

年度末及び当第１四半期連結会計期間末におけるCITIC Limited株式取得に係るCTBへの株主融資残高は、それぞ

れ4,682百万米ドル（525,254百万円）、4,682百万米ドル（524,364百万円）となります。当該株主融資残高は、

連結財政状態計算書における「長期債権」に含めて表示しております。

　なお、香港証券取引所におけるCITIC Limited株式の平成29年３月31日及び平成29年６月30日の終値はそれぞ

れ１株当たり11.08香港ドル、11.74香港ドルであり、当該株価にCTBが保有するCITIC Limitedの株式数を乗じた

金額は、それぞれ64,464百万香港ドル（930,861百万円）、68,304百万香港ドル（980,162百万円）となります。

また、当該金額に当社のCTBに対する出資比率である50％を乗じた金額は、それぞれ32,232百万香港ドル

（465,430百万円）、34,152百万香港ドル（490,081百万円）となります。
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（２）公正価値の測定

　IFRS第13号「公正価値測定」では、公正価値の定義を「測定日において市場参加者間で秩序ある取引が行われた

場合に、資産の売却によって受取るであろう価格または負債の移転のために支払うであろう価格」としたうえで、

公正価値を、その測定のために使われるインプット情報における外部からの観察可能性に応じて、次の３つのレベ

ルに区分することを規定しております。

・レベル１：活発な市場における同一資産または同一負債に係る相場価格を無調整で採用しているもの

・レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外の、直接的または間接的に外部から観察可能なインプット情報を用

いて算定される公正価値

・レベル３：外部から観察不能なインプット情報を用いて算定される公正価値

 

当社及び子会社の経常的な公正価値の評価手法は次のとおりです。

現金同等物は、主として当初決済期日が３か月以内のコマーシャル・ペーパー等により構成されております。こ

れらは、流通市場における相場価格を使用し公正価値を測定したうえで、レベル２に分類しております。

公正価値評価の対象となる棚卸資産は、短期間の市場価格の変動による利益を獲得することを目的に取得された

もの等により構成されております。これらは、対象となるコモディティ取引価格等に基づく価格フォーミュラ等に

より公正価値を測定していることから、レベル２に分類しております。

FVTPL金融資産、またはFVTOCI金融資産に分類される金融商品は、株式及び債券と、オルタナティブ投資等によ

り構成されております。取引所に上場されている銘柄は、当該取引相場価格を公正価値として使用しております。

このうち、取引が頻繁に行われている活発な市場での相場価格が入手できるものはレベル１に分類し、取引頻度が

少ない市場での相場価格相当を使用しているものはレベル２に分類しております。取引所に上場されていない銘柄

は、当該投資先の将来の収益性の見通し及び対象銘柄における純資産価額、当該投資先が保有する主要資産の定量

的情報等のインプット情報を総合的に考慮し、割引キャッシュ・フロー法、修正純資産法等を用いて公正価値を測

定しております。なお、公正価値の測定に際し、観察不能なインプット情報による影響額が重要な割合を占めるも

のについてはレベル３に分類し、観察不能なインプット情報による影響額が重要な割合を占めないものについては

レベル２に分類しております。

　デリバティブ資産及びデリバティブ負債は、主として為替デリバティブ、金利デリバティブ、商品デリバティブ

により構成されております。このうち、取引所において取引が行われているものは当該取引相場価格を公正価値と

して使用し、レベル１に分類しております。上記以外のデリバティブについては、外部より観察可能なインプット

情報のみに基づき、ブラック・ショールズ・モデル等の一般的な公正価値算定モデルを用いて公正価値を測定し、

レベル２に分類しております。

　当社及び子会社は、当社において定めた公正価値の測定における方針及び手続に基づき、公正価値測定の対象と

なる資産及び負債の性質及び特徴並びにリスクを最も適切に反映できる評価技法及びインプット情報を用いて公正

価値を測定しております。レベル３に分類された金融資産は割引キャッシュ・フロー法、修正純資産法等により評

価しております。なお、公正価値測定の結果については、各ディビジョンカンパニーごとに適切な権限者により承

認されております。

　割引キャッシュ・フロー法により評価されレベル３に分類された主なものの公正価値は、割引率等の上昇／低下

により減少／増加します。割引率は金融資産ごとに決定され、リスクフリーレートにカントリーリスクプレミアム

等を加味した率（６～12％程度）で算定しております。

　観察不能なインプット情報を合理的に考え得る代替的な仮定に変更した場合に公正価値の著しい変動は見込まれ

ておりません。

　なお、当社及び子会社は、資産・負債のレベル間の振替は、振替のあった各四半期連結会計期間末時点で認識し

ております。
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　公正価値で測定される資産及び負債に係る前連結会計年度末及び当第１四半期連結会計期間末における公正価値の

レベル別内訳は次のとおりです。
 

 

前連結会計年度末
（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産     

現金同等物 － － － －

棚卸資産 － 27,135 － 27,135

有価証券及びその他の投資     

FVTPL金融資産 21 13,193 34,662 47,876

FVTOCI金融資産 271,213 － 465,503 736,716

デリバティブ資産 5,796 40,098 － 45,894

 負債     

デリバティブ負債 3,426 16,021 － 19,447

 
 

 

当第１四半期連結会計期間末
（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産     

現金同等物 － － － －

棚卸資産 － 15,876 － 15,876

有価証券及びその他の投資     

FVTPL金融資産 1,688 13,016 35,571 50,275

FVTOCI金融資産 289,682 － 457,016 746,698

デリバティブ資産 8,917 41,146 － 50,063

負債     

デリバティブ負債 5,665 20,913 － 26,578
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　レベル３に分類されたものに係る前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間の増減の内訳は次のと

おりです。
 

 
前第１四半期連結累計期間

（百万円）

 FVTPL金融資産 FVTOCI金融資産

期首 38,765 489,738

包括利益合計 923 △43,139

四半期純利益（有価証券損益）に含まれるもの 806 －

その他の包括利益（FVTOCI金融資産）に含まれるもの － △12,094

その他の包括利益（為替換算調整額）に含まれるもの 117 △31,045

 購入 347 65

売却 － △1,700

レベル３への振替 － －

レベル３からの振替 － －

その他 △31 3,154

 期末 40,004 448,118

前第１四半期連結会計期間末において保有する資産に係る

「有価証券損益」
806 －

 

 
当第１四半期連結累計期間

（百万円）

 FVTPL金融資産 FVTOCI金融資産

期首 34,662 465,503

包括利益合計 869 △8,513

四半期純利益（有価証券損益）に含まれるもの 869 －

その他の包括利益（FVTOCI金融資産）に含まれるもの － △8,546

その他の包括利益（為替換算調整額）に含まれるもの － 33

 購入 373 588

売却 △1,001 △263

レベル３への振替 － －

レベル３からの振替 － △73

その他 668 △226

 期末 35,571 457,016

当第１四半期連結会計期間末において保有する資産に係る

「有価証券損益」
869 －

 

　　　当第１四半期連結累計期間に認識された「レベル３からの振替」は、保有銘柄が取引所に上場されたことによるも

　　のです。
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12　偶発負債

　当社及び子会社は、関連会社及びジョイント・ベンチャー、並びに一般取引先に対し、種々の形態の保証を行って

おります。被保証先が債務不履行に陥った場合、当社及び子会社に支払義務が発生します。当社及び子会社の前連結

会計年度末及び当第１四半期連結会計期間末における関連会社及びジョイント・ベンチャー、並びに一般取引先に対

する保証のそれぞれの保証総額及び実保証額は次のとおりです。
 

 
前連結会計年度末（百万円）

金融保証 取引履行保証 合計

関連会社及び

ジョイント・ベンチャーに対する保証
   

保証総額 98,207 12,468 110,675

実保証額 86,208 12,468 98,676

一般取引先に対する保証    

保証総額 45,554 8,017 53,571

実保証額 27,051 2,879 29,930

合計    

保証総額 143,761 20,485 164,246

実保証額 113,259 15,347 128,606

 

 
当第１四半期連結会計期間末（百万円）

金融保証 取引履行保証 合計

関連会社及び

ジョイント・ベンチャーに対する保証
   

保証総額 95,085 12,148 107,233

実保証額 84,789 12,148 96,937

一般取引先に対する保証    

保証総額 38,398 11,033 49,431

実保証額 22,512 5,198 27,710

合計    

保証総額 133,483 23,181 156,664

実保証額 107,301 17,346 124,647

 

　保証総額とは、保証契約における最高支払限度枠の金額であり、当社及び子会社に支払義務が生じる可能性がある

最大金額です。また、実保証額とは、当該最高支払限度枠の範囲内で被保証先が認識した債務額に基づく金額であ

り、第三者が当社及び子会社に対して差入れた再保証等がある場合に、これらを控除した実質的リスク負担額と考え

られる金額です。

　保証総額のうち、第三者が当社及び子会社に差入れた再保証等の金額は、前連結会計年度末及び当第１四半期連結

会計期間末において、それぞれ11,772百万円及び9,281百万円です。

　また、上記の保証につき、損失が見込まれるものについては損失見込み額を負債計上しております。当第１四半期

連結会計期間末において、負債計上しているものを除き、これらの保証について保証差入先への保証履行を要求され

ている、あるいは被保証先の経営状況の悪化に伴う追加保証差入が見込まれる重要なものはありません。

　なお、当社子会社である日伯鉄鉱石(株)の投資先であるCSN Mineração S.A.におけるタックス・アセスメントにつ

きましては、第93期有価証券報告書「連結財務諸表注記 35 偶発負債」に記載した内容から重要な変更はありませ

ん。

　上記を除き、当社グループの財政状態や業績に重大な影響を及ぼすおそれのある訴訟、仲裁その他の法的手続は現

在ありません。但し、当社グループの国内及び海外における営業活動等が今後重要な訴訟等の対象となり、将来の当

社グループの財政状態や業績に悪影響を及ぼす可能性が無いことを保証するものではありません。
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13　重要な後発事象

　当社の要約四半期連結財務諸表が発行できる状態となった平成29年８月９日までの期間において後発事象の評価を

行った結果、該当事項はありません。

 

14　要約四半期連結財務諸表の承認

　要約四半期連結財務諸表は、平成29年８月９日に当社最高財務責任者　鉢村　剛により承認されております。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 
   平成２９年８月１０日

伊　藤　忠　商　事　株　式　会　社    

 　　取 　　締 　　役 　　会　　 御中  

 

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 石　塚　雅　博　　㊞  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 大久保　孝　一　　㊞  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 山　田　博　之　　㊞  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 中　安　　　正　　㊞  

 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲
げられている伊藤忠商事株式会社の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結
会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２９年４月１日から平成２９年６月３０日まで）及
び第１四半期連結累計期間（平成２９年４月１日から平成２９年６月３０日まで）に係る要約
四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結包括利益計
算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記に
ついて四半期レビューを行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第９３条
の規定により国際会計基準第３４号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四
半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。

 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要
約四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一
般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者
等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レ
ビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される
年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会
計基準第３４号「期中財務報告」に準拠して、伊藤忠商事株式会社及び連結子会社の平成２９
年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点
において認められなかった。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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